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本報告では、人口・世帯・住宅を対象とする最近の統計調査結果の精度を検討する。 

 とりあげる統計は、2012年就業構造基本調査、2013年住宅・土地統計調査・2011年~2014

年国民生活基礎調査および各年次の労働力調査（2011 年は第 4 四半期）である。 

 注目する調査項目は、「配偶関係」、「教育程度」、「世帯主の年齢」、「入居時期・過去の常

住地」、「世帯人員」、「従業上の地位」、「住宅の所有関係」などである。 

これらの項目の「不詳」数の動向および属性別「不詳」率の水準に注目し、共通の調査

項目を持つ他の統計調査による調査結果との比較もおこなう。 

 「不詳」数は全般に増加傾向にあるが、一部の項目では減少がみられる。「不詳」率の水

準自体は項目によってかなり異なり、対象世帯数の規模が大きい調査、1 人世帯、大都市、

集合住宅居住世帯などにおいて高かった。この傾向は以前の年次とほぼ同様であった。 

また、集合住宅の世帯が高率の地域でも、オンライン回答方式の利用率が高い場合には、

家計支持者の「従業上の地位不詳」率の上昇の発生が少なかった（13 年住宅・土地統計）。 

 

表１ 「不詳」数の推移                               （単位：万人） 
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国民生活基礎調査の大規模年は 07 年・10 年・13 年。就調/国調の入居時期は 1/5 年前の常住地。 

 

表２ 「家計を主に支える者の入居時期」不詳率                （単位：％） 
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21.7  41.6  31.2  34.4  47.8  51.6  63.0  

この項目の回答は、選択肢（2009 年以降は年単位、2008 年までは 3/5 年単位）をマークする方式。 


